








 
  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項









(注) １ 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
２ 当社は、平成17年10月１日に株式会社ＵＦＪホールディングスと合併し、商号を株式会社三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループに変更しました。このため第３期(ＭＴＦＧ)Bず/







当社グループは、当社、子会社242社(うち連結子会社242社)及び関連会社44社(うち持分法適用関連会

社43社、持分法非適用関連会社１社)で構成され、銀行業務を中心に、信託銀行業務、証券業務、クレジ

当蛇�｡B W





なお、当社グループでは、お客さまの様々な金融ニーズに対応するため、既存の業態の枠を超え、グル

ープ一体となって金融商品・サービスを提供するグループ融合型の組織体制を構築しており、グループ各

社の連携のもと一元的に戦略を定め事業を推進する連結事業本部制度を導入し、当社内にリテール・法

人・受託財産の対顧客３事業について連結事業本部を設置しております。 

  

(平成20年３月31迩   









 
(注)a１ 特定子会社は、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行㈱であります。なお、上記の他、自己資本増強

2ﾅあMTFG�5�X*5�X*5�X*E�X*E�X* 三菱東京ＵＦＪ銀行、三�三武�ぅ、三菱ＵＦＪ信託�三桧菱ＵＦＪ信�三桧匹Jマ�� ㈱ ㈱� 三菱ＵＦＪ信託��ＦＪ信託銀行三桧匹BH&X&��ﾙ�Xｾ(ﾗ0決�!* ㈱









当社グループは、傘下に普通銀行・信託銀行・証券会社に加えて、トップクラスのカード会社・リー

ス会社・消費者金融会社・資産運用会社・米国銀行(Union~Bank~of~











(2) 国内・海外別資金運用／調達の状況 

①
国 内 , � * � * � . 嚴 窓 煢 ^ 用 ／ 調 達 の 状 挟 ぼ 儒 の , h * � . � , ｲ � � . � - ﾌ + p � %  
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④ 本邦の金融機関(銀行、ノンバンク、証券会社および保険会社等を含みます。)の中には、資産内









しかしながら、これらを含む過去および今後のグループ会社の統合・再編等により見込まれる、グル



16．年金債務 

当社グループの年金資産の時価が下落した場合、当社グループの年金資産の運用利回りが低下した場

合、または予定給付債務を計算する前提となる保険数理上の前提・仮定に変更があった場合には、損失



















































   
（信託銀行業） 

(平成20年３月31日現在) 



（証券業） 
(平成20年３月31日現在) 

 
(注)a１ 以下の各計数等は、三菱ＵＦＪ証券㈱の単体の計数等であります。 
  a２ {ﾘ辺��ﾃドﾇU9iﾂ�謳箔凾ﾅあります�a 螊

ｷ 。











































































２．コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(1)a



③ 経営会議 

・業務執行の意思決定機関として経営会議を設置し、取締役会の決定した基本方針に基づき、経営に

関する全般的重要事項を協議決定しております。 

  

④ 経営会議傘下の各種委員ﾆ�c 











 
  

10．監査役への報告体制 

取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制(施行規則第100条

第３項３号) 

(1

取締愉籬ｨｷ��
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(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

１ 【連結財務諸表等】

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

現金預け金 ※７ 8,760,240 4.68 10,281,603 5.33

コールローン及び買入手形 1,897,554 1.01 1,293,705 0.67

買現先勘定 ※２ 4,173,178 2.23 7,099,711 3.68

債券貸借取引支払保証金 ※２ 6,700,434 3.58 8,240,482 4.27

買入金銭債権 ※７ 4,241,859 2.26 4,593,198 2.38

特定取引資産 ※７ 9,577,974 5.11 11,898,762 6.16

金銭の信託 368,972 0.20 401,448 0.21

有価証券 
※1, 
2,7, 
15 

48,207,623 25.74 40,851,677 21.17

投資損失引当金 △26,150 △0.01 △30,166 △0.01

貸出金 

※2, 
3,4, 
5,6, 
7,8 

84,831,949 45.30 88,538,810 45.88

外国為替 ※２ 1,353,848 0.72 1,241,656 0.64

その他資産 ※７ 4,714,204 2.52 5,666,981 2.93

有形固定資産 
※7, 
10, 
11 



 
  

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

預金 ※７ 118,708,663 63.39 121,307,300 62.85



② 【連結損益計算書】 
  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

経常収益 6,094,033 100.00 6,393,951 100.00
 資金運用収益 3,514,976 3,867,924 
  貸出金利息 2,123,825 2,302,324 
  有価証券利息配当金 778,295 785,581 
  コールローン利息及び 
  買入手形利息 

25,960 21,514 





“– ŽŠ •½•¬20”N‚RŒŽ31“ú)         Š”ŽåŽ‘–{Ž‘–{‹àŽ‘–{•è—]‹à—˜‰v•è—]‹àŽ©ŒÈŠ”Ž®Š”ŽåŽ‘–{•‡Œv•½•¬19”N‚RŒŽ31“úŽc•‚(•S–œ‰~) 1,383,0521,916,3004,102,199•¢1,001,470 6,400,081 •è—]‹à‚Ì”z“– •¢141,327•¢141,327 “–Šú•ƒ—˜‰v 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

(自 平惣�8年４月１日 
至 平惣�9年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平惣�9年４月１日 
至 平惣�0年３月31日) 

当連結会計年度

区分
注記
番号



















 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

 (会計方針の変更) 

   従来、国内銀行連結子会社及び

国内信託銀行連結子会社が保有す







 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

権及び今後の管理に注意を要する債

務者に対する債権のうち、債権の元

本の回収及び利息の受取りに係るキ



 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度





































 
  

 
なお、配当金の総額のうち、10百万円は、連結子会社への支払であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株 
予約権の 
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株） 当連結 
会計年度 
末残高 
(百万円)

摘要前連結
会計年度末

当連結会計年度 当連結会計 
年度末増加 減少

当社

新株予約権 
(自己新株予約権) 

―
―

(  ―)
―

(  ―)
―

( a―)
― 

(  ―)―)
― 





 
(注)a１ 普通株式数の増加10,850,782千株は、株式分割によるものであります。 

２ 第一回第三種優先株式数の増加99,900千株は、株式分割によるものであります。 

３ 第八種優先株式数の増加17,682千株は、株式分割によるものであります。 

４ 第十一種優先株式数の増加０千株は、株式分割によるものであります。 

５ 第十二種優先株式数の増加33,666千株は、株式分割によるものであります。 

６ 普通株式の自己株式数の増加781,337千株は、株式分割によるもの、端株及び単元未満株の買取請求に応じ

たもの、取締役会決議に基づく自己株式の取得によるもの、及び子会社及び関連会社の持分に相当する株式

数の増加等によるものであります。また、A株式分割によるもの、� 





    

 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たりの
金額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 72,525
その他
利益剰余金 

7 平成20年３月31日 平成20年６月27日

第一回第三種 
優先株式 3,000

その他
利益剰余金 

30 平成20年３月31日 平成20年６月27日

第八種 
優先株式 

140
その他
利益剰余金 

7.95 平成20年３月31日 平成20年６月27日

第十一種
優先株式 

0
その他
利益剰余金 

2.65 平成20年３月31日 平成20年６月27日

第十二種
優先株式 

193
その他
利益剰余金 

5.75 平成20年３月31日 平成20年６月27日







(有価沼

※１ 「廁��」のほ か、「特定取引資産」中の廁��、「現金預け金」中�譲

渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中の廁��

す。

※２ 「子会社芥�ｷ�-�ｭi」については、財務諸表における注串�枕�とし

て串�ﾚしております。

 

１ 売買目的廁��

 

２ 満洄保廁目的ﾂﾌ債券で時��,ﾈ*�.�.�,ﾌ閏ﾙ�ﾃ�僖�%(ﾈ�3�?ｨﾋｸﾝﾒ

 

ﾈ注 時��,ﾘ��

２ 「う��嬋�h�X*H 損�はそれぞれ�差額�の内訳であります。

３

ﾈ平成19年３月31日現在

 

Ⅰ 前
(百迄�)

当
含まれた評��ﾛxｧ｢蔚9i症竦

売買目的廁�� 31,890









(金銭の信託関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

１ 運用目的の金銭の信託(平成19年３月31日現在) 

  

 
  

２ 運用目的及び満期保有目的以外の金銭

  





(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

(1) 取引の内容 









(3) 株式関連取引(平成19年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

２ 時価の算定 

取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 

  

(4) 債券関連取引(平成19年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２ 時価の算定 

取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しております。 

  

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超のもの 
(百万円)

時価 
(百万円)

評価損益
(百万円)

取引所 

株式指数先物 
売建 395,657 288 △8,722 △8,722

買建 63,704 ― 808 808

株式指数 
オプション 

売建 98,287 ― 1,479 519

買建 264,988 ― 1,046 △343

店頭 

有価証券 
店頭オプション 

売建 295,267 77,733 13,569 △6,659













(3) 株式関連取引(平成20年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

２ 時価の算定 

取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。 

  

(4) 債券関連取引(平成20年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２ 時価の算定 

取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。 

店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しております。 

  

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超のもの 
(百万円)

時価 
(百万円)

(�





(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度、適格退

職年金制度及び退職一時金制度等を設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計

に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

なお、国内連結子会社の一部の海外支店及び一部の海外連結子会社でも確定給付型の退職給付制度

を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項する事

















(企業結合等関係) 

   記載すべき重要なものはありません。 

  

 １ パーチェス法を適用した場合 

 当社の銀行連結子会社である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行(以下、三菱東京ＵＦＪ銀行という)は、平

成19年３月５日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社であるカブドットコム証券株式会

社(以下、カブドットコム証券という)の株式に対する公開買付けの開始を決議し、平成19年３月20日か

ら平成19年４月18日まで実施し、同社の株式94,000株を取得いたしました。本公開買付けにより、当社

及びその子会社が保有するカブドットコム証券の普通株式に係る議決権の合計の、カブドットコム証券

の総株主の議決権に占める保有比率は、40.36％となりました。 

 平成19年６月24日に開催されたカブドットコム証券の定時株主総会決議により、当社又は当社の子会

社の役員、業務を執行する社員若しくは使用人である者、又はこれらであった者でカブドットコム証券

の財務及び営業又は事業の方針の決定に関して影響を与えることができる者が、カブドットコム証券の

取締役のに樊��偉i@(8��伊H,ﾙ9h��,9��ﾈｸ��檍��,h,�.�-ﾈ+X+��"�#�� �a�







   ② 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額 

    (イ)株式の種類別の交換比率 

      普通株式 当社a１ ： 三菱ＵＦＪ証券株式会社a1.02 

    (ロ)交換比率の算定方法 

 当該株式交換にあたり、当社及び三菱ＵＦＪ証券株式会社は、各々、株式交換比率の算定に関

する第三者算定機関を選定し、当該第三者算定機関からそれぞれ提出を受けた株式交換比率案の

算定についての専門家としての分析結果及び意見を慎重に検討し、これらも踏まえ当事会社間で

交渉、協議を重ねた結果、上記の通り合意・決定いたしました。なお、第三者算定機関は、市場

株価法、類似取引比較法、ディスカウンテッド・キャッシュフロー法等による分析を行い、それオvξ�4ー蓑換泌家�けた株式交し式交交�   ②



























(重要な後発事象) 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度

(重要な合併) 

 当社の連結子会社であるＵＦＪニコス株式会社は、平

成18年12月20日開催の取締役会において、当社の連結子

会社である株式会社ディーシーカードとの合併契約書締

結を決議し、平成19年４月１日、合併いたしました。当

該合併は共通支配下の取引等であり、その概要は次のと

おりであります。 

１．各結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合

日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び�

ﾆ 結 号 企 � )  

被 ﾆ 結 号 企 � )  

企 業 結 恒 日  

企 業 結 合 の 法 的 形 � )  

4ｹ)賰EH驍tＦＪニコス株式会�  

稷驍tＦデ盾[Jー{ﾆつ事ニカーヂ会社であるＵＦＪ� 

しﾄ会社でｖ

る株式会社ディーシーカード�子















 
  

前事業年度末
(平成19年３月31日)

当事業年度末 
(平成20年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債 







当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,383,052 1,383,070 2,549,056

事業年度中の変動額 

 剰余金の配当 

 当期純利益 

h ｯ





 
  

項目 (自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

３ 繰延資産の処理方法 株式交付費及び社債発行費は支出時に

全額費用として処理しております。 

株式交付費は支出時に全額費用として

処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産及び負債は、取得時の為

替相場による円換算額を付す子会社株

式を除き、決算日の為替相場による円

換算額を付しており、換算差額は損益

として処理しております。 

       同左 

５ 引当金の系ｨります。 







(損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

前事業年度
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度

※１ 営業収益のうち関係会社との取引 

関係会社受取配当金 499,060百万円







(税効果会計関係) 

  

 
  

(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 









    

 
  

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年５3 (自 平成�8年４月１日 
至 平�#�9年５3
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３ 平成19年９月30日時点の当社株主名簿または実質株主名簿にて、100株以上保有の株主に対して、以下の優

待サービスを提供しております。 

提供期間 平成20年１月４日～平成20年12月30日 
 

  

  

基準日時点の 
保有株式数

優待サービス

個人株主 
~

100株以上 
500株未満

オリジナル小物入れ贈呈
~

500株以上 
1,000株未満 
 
 
 
 
~

下記Ａ）～Ｆ）のうち１つを提供
Ａ）三菱東京ＵＦＪ銀行のスーパー定期１年物の金利優遇 
Ｂ）三菱ＵＦＪ信託銀行のスーパー定期２年物の金利優遇 
Ｃ）三菱東京ＵＦＪ銀行の外貨定期預金の為替手数料優遇 
Ｄ）三菱ＵＦＪ信託銀行の遺言信託取扱手数料割引 
Ｅ）三菱ＵＦＪ証券の国内株式等売買委託手数料の割引 
Ｆ）オリジナル小物入れ贈呈

1,000株以上 上記Ａ）～Ｆ）から２つを提供

法人株主 
~

100株以上 
500株未満

オリジナル小物入れ贈呈
~

500株以上 
1,000株未満 
~

下記Ａ）～Ｂ）のうち１つを提供
Ａ）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング主催ビジネスセミナーへの無料招待
Ｂ）オリジナル小物入れ贈呈

1,000株以上 上記Ａ）～Ｂ）から２つを提供





（5)~臨時報告書 

 
  
（6)~臨時報告書の訂正報告書 

 
  
（7)~訂正発行登録書 

 
  
（8)~自己株括臨時報告書   

（4S









 

  

 

株式会社 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 
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